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はじめに
今回は、TAINSに最近収録された
交際費等該当性が争点となった事案を
ご紹介します。なお、条文番号は係争
当時のものとなっています。

Ⅰ．飲食代金の業務関連性の
程度と課税仕入れ該当性

令5．5．12東京地裁
（一部取消し・確定）
Ｚ888－2553

＜事案の概要＞
甲が代表を務め、広告業を営むＡ社
及びＢ社は、甲個人名義の複数のクレ
ジットカードで支払った飲食等の代金
を交際費等として確定申告したとこ
ろ、税務調査でこれらの代金は代表者
の個人的な飲食であり、交際費等に当
たらないとの指摘を受けました。Ａ社
及びＢ社は、修正申告書を提出しまし
たが、交際費等に当たらないと指摘さ
れた飲食等の代金は、業務に必要な交
際費等に該当するなどと主張して法人
税等及び消費税等の更正の請求を行っ
た事案です。
＜東京地裁の判断＞
東京地裁は、中小法人損金算入特例
を踏まえながら、交際費等と業務関連
性の関係を判示し、処分を一部取り消
しています。
1 交際費等の判断枠組みについて
法人の所得の金額の計算上、損金の
額に算入することができる支出は、当
該法人の業務に関連するものであっ
て、その遂行上必要であると認められ
るものでなければならないのであるか
ら、法人が支出した飲食等の代金が交
際費等に該当するといえるためには、
当該支出に係る飲食等の日時が特定さ
れていることを前提に、当該支出の相
手方が事業に関係のある者等であるこ
と、当該支出の目的が相手方との親睦
を密にして取引関係の円滑な進行を図
ることにあること、当該支出の態様が
租税特別措置法61条の4第4項に規定
する接待、供応、慰安、贈答その他こ
れらに類する行為であることを要する
というべきである。
2 交際費等と認めなかった支出
（1）乙のみを相手方とする支出につ

いて検討するに、乙は銀座の高級クラ
ブのほか複数の飲食店を経営している
こと、原告ら代表者が乙の経営する飲
食店を頻回に利用しており、乙にとっ
て原告ら代表者がいわゆる「お得意
様」であることなどの事実が認められ
る。
（2）原告らは、原告ら代表者が乙の
経営する飲食店で様々な者と飲食を通
じて交流し人脈を広げることが、原告
らの業務と関連する旨主張するが、交
際費等について損金不算入制度が採ら
れている趣旨に照らせば、単に人脈を
広げるという抽象的な必要性があると
いうだけでは、具体的に原告らの業務
と関連性があるということはできな
い。
3 交際費等と認めた支出
（1）丙は写真家として出版、広告等
に係るビジュアル写真等の撮影を業と
していること、原告ら代表者と共に複
数の企業の広告作成等の業務に関与し
互いに業務を発注する関係にあり、現
在も取引関係を継続していること、原
告ら代表者と何度か出張して仕事を
し、仕事の後に飲食等を共にしたこと
などの事実が認められる。
（2）丙と原告らは継続的に取引関係
にあるものであり、互いに業務を発注
するなどの実績があることに照らせ
ば、丙を相手方に含む支出について
は、その親睦を密にして取引関係の円
滑な進行を図るために必要なものであ
るということができるから、原告らの
業務と具体的に関連性があると認めら
れる。
（3）交際費等の該当性を検討するに
当たり、法人が支出した個別の飲食等
に係る接待交際と、その後、当該法人
と接待交際の相手方との間で、行われ
た個別的具体的な取引・契約等との厳
密な結び付きが認められない限り、業
務との関連性が認められないと解する
ことは、中小法人損金算入特例におい
て年800万円の定額控除限度額が認め
られていることや、現実に行われてい
る企業の営業・取引活動の実態にそぐ
わないものであるといわざるを得ない
というべきであり、業務との関連性は
上記程度の結び付きで足りると解する
のが相当である。
4 課税仕入れ該当性について

原告らはカード明細書が帳簿及び請
求書等に該当するかのような主張をす
るが、原告らが本件各支出に関して保
存していた各カード明細書は、消費税
法30条8項及び9項に規定する書類で
はなく、各カードの発行会社が交付し
た利用明細を記載したにとどまるもの
であることから、消費税法30条7項に
規定されている帳簿及び請求書等に該
当するものではない。
原告らは、課税仕入れ等に係る消費
税額の控除の適用を受けるために必要
な帳簿及び請求書等に該当する書類の
保存をしていないのであるから、丙を
相手方に含む飲食等の代金が交際費等
に該当するとしても、いわゆる仕入税
額控除による消費税額の控除は認めら
れない。

Ⅱ．外注先に支出した金員

令4．12．20非公開裁決
（一部取消し、棄却）
Ｆ0－2－1192

＜事案の概要＞
建設関係の産業廃棄物の収集運搬を
行っているＡ社は、建築現場からの端
材や解体物の収集・運搬業務を委託す
る外注先に対し、請求人の従業員に対
する賞与の支給時期と同時期である6
月、8月及び12月に金銭を支出し外注
費として計上したところ、課税庁か
ら、これら金員は交際費等の額に該当
するなどとして法人税等の更正処分等
を受けた事案です。
＜審判所の判断＞
審判所は、下記のように判断して、
これら支出は交際費等の三要件を満た
しているとしています。なお、この事
案では過少申告加算税の計算に誤りが
あり賦課決定処分の一部が取り消され
ています。
（1）支出の相手方
本件各支出金の支出の相手方は、各
外注先であり、請求人の事業関係者等
である。
（2）支出の目的
請求人は、勤務表に基づき、各外注
先が請求人に対して行った役務提供の
対価を支払っており、本件各支出金に
ついては、請求人が各外注先との間で
請求人の業務を委託することを約し、

請求人がその約定に基づいた業務に対
する役務の提供の対価として支払って
いるものとは認められない。
本件各支出金について乙が、各外注
先は、経験の浅い外注先を指導しても
らうなど長年貢献してくれており、請
求人にとって生命線だから今後も引き
続き一生懸命仕事をしてもらいたい
旨、また、請求人が赤字のときには支
払わず、また、決算月の5月になれば
1年を通しての利益がほぼ確定するの
で、それに応じて5月の支払金額を決
めていた旨答述していたこと等を併せ
考慮すれば、本件各支出金に係る支出
の動機は、各外注先に対し、請求人の
業績を考慮して金銭を支出すること
で、今後とも従前同様の貢献を期待す
ることや歓心を得ることにあったこと
と認められる。
（3）行為の形態
本件各支出金は、金銭により支出さ
れたところ、各外注先との親睦の度を
密にし、取引関係の円滑な進行を図る
目的で各外注先に直接支出されたもの
であることからすると、本件各支出金
の支出は、各外注先に対する金銭の贈
答であると認められる。
（4）本件各支出金は、いずれも、①
「支出の相手方」が事業関係者等であ
り、②「支出の目的」が事業関係者等
との間の親睦の度を密にして取引関係
の円滑な進行を図ることであるととも
に、③「行為の形態」が贈答であると
認められ、租税特別措置法61条の4第
4項に規定する交際費等に該当する。

おわりに
TAINSで検索される場合は、〔詳細
検索〕⇒〔TAINSキーワード〕欄に、
「交際費」と入力ください。
並び順を「裁決の年月日（新しい
順）」にしていただくと、最近の判
決・裁決から読むことができます。

TAINSの入会については、ホーム
ページ上にあるお問い合わせフォー
ムもしくはメール〈info@tains.or.
jp＞にてお問い合わせください。

草間 典子【足立】

交際費等該当性が争われた
最近の判決等
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